
第１回 模試 制限時間２時間 

 

 

【第 1 問】（20 点） 

 次の取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、次の中から最も適当と思われるものを選ぶこと。 

 

 

1．当店は、かねてより試送していた商品 10 個(原価＠¥40,000、売価＠￥50,000)のうち、本日、7 個について

顧客から買取りの意思表示を受けた。当店は、試用販売取引については、試送した商品の原価を試用品勘定を

用いて処理しており、売上計上のつど売上原価を試用品勘定から仕入勘定に振り替えている。 

 

2．株式 800 株を 1 株あたり＠￥10,000 で発行した。払込金は、全額当座預金に振り込まれた。払込額のうち 2

分の 1 は、資本金として計上しないこととした。なお、新株発行のための諸費用 ￥200,000 は現金で支払っ

たが、これは当期の費用として処理することとした。 

 

3．給料から控除した社会保険料の従業員負担分 ￥300,000 を、雇用主負担分と合わせ、社会保険事務所に現

金で支払った。なお、当社は、社会保険料を従業員と雇用主とで同額を負担している。 

 

4．柳生商店は、平成 22 年 6 月 12 日に、額面総額 ￥1,000,000 の社債（利率年 2％、利払日は 3 月末および 9

月末）のうち 1/2 を、＠￥99.5 で売却し、代金は端数利息とともに普通預金に振り込まれた。 

  なお、この社債は、平成 22 年 4 月 1 日に、＠￥98.7 で売買目的のために購入したものである。端数利息は

売却日までの日割りで計算する。 

 

5．取得原価 ￥400,000、期首減価償却累計額 ￥144,000 の備品を期首から半年が経過した時点で下取り価額 

￥200,000 で下取りに出し、新しい備品 ￥700,000 を購入した。新備品の購入価額と旧備品の下取り価額との

差額は現金で支払った。 

なお、旧備品については、償却率 20％の定率法によって算定した半年分の減価償却費を下取り時において計

上すること。 

  

現 金  当 座 預 金  普 通 預 金  繰 越 商 品  売 掛 金 

試 用 仮 売 上  備 品  試 用 品  未 収 金  利 益 準 備 金 

買 掛 金  未 払 金  前 受 金  前 払 金  資 本 金 

試 用 販 売 契 約  所 得 税 預 り 金  社会保険料預り金  試 用 品 売 上  別 途 積 立 金 

繰 越 利 益  固 定 資 産 売 却 益  売買目的有価証券  従 業 員 立 替 金  未 払 配 当 金 

仕 入  減 価 償 却 費  固 定 資 産 除 却 損  有 価 証 券 売 却 益  有 価 証 券 売 却 損 

法 定 福 利 費  法 人 税 等  有 価 証 券 利 息  資 本 準 備 金  株 式 交 付 費 

満期保有目的債券  未 払 法 人 税 等  備品減価償却累計額  消 耗 品 費  租 税 公 課 



【第 2 問】（20 点） 

那覇商店は、毎日の取引を入金伝票、出金伝票、振替伝票、仕入伝票、売上伝票に記入し、これを 1 日分ずつ

集計して仕訳日程表を作成し、この仕訳日程表から各関係元帳に転記している。同店の平成 22 年 4 月 1 日の取

引に関して作成された以下の各伝票(略式)と各関係元帳にもとづいて、答案用紙の仕訳日程表を完成しなさい。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

入金伝票    No.101 

売掛金（京都商店）（   ） 

 入金伝票    No.102 

仮払金     34,000 

 入金伝票    No.103 

受取手形    175,000 

入金伝票    No.104 

売掛金（奈良商店）（   ） 

入金伝票    No.105 

未収金    40,000 

出金伝票    No.201 

未払金     60,000 

 出金伝票    No.202 

買掛金（兵庫商店）（   ） 

出金伝票    No.203 

支払手形    220,000 

 出金伝票    No.204 

買掛金（大阪商店）（   ） 

出金伝票    No.205 

消耗品     30,000 

 

振替伝票   No.301 

通信費     56,000 

 仮払金    56,000 

 仕入伝票   No.401 

買掛金（兵庫商店）（      ） 

 仕入伝票   No.402 

 買掛金（大阪商店）（       ） 

 仕入伝票    No.403 

買掛金（大阪商店）10,000 

  戻し 

 

売上伝票    No.501 

売掛金（京都商店）（      ） 

 売上伝票    No.502 

売掛金（奈良商店）392,000 

振替伝票   No.302 

受取手形    （      ） 

 売掛金（奈良商店）（       ） 

 振替伝票   No.303 

買掛金（兵庫商店）（      ） 

売掛金（京都商店）（       ） 

 振替伝票   No.304 

買掛金（兵庫商店）（      ） 

支払手形     （      ） 

     74,000 

 仮払金    74,000 

振替伝票   No.305 

買掛金（大阪商店）70,000 

 支払手形     70,000 

 振替伝票   No.306 

買掛金（大阪商店）（        ） 

 受取手形     （      ） 

 

 

 

 

売上伝票    No.503 

売掛金（奈良商店）（       ） 

 値引き 

 



 

 

  

5 16

4 1 ✓ 借 4 1 ✓ 貸
〃 36 〃 〃 36 〃
〃 36 〃 〃 36 〃

1 1

4 1 ✓ 借 4 1 ✓ 貸
〃 〃 〃 〃
〃 〃 〃 〃
〃 〃 〃 〃
〃 〃 〃 〃

2 2

4 1 ✓ 借 4 1 ✓ 貸
〃 〃 〃 〃
〃 〃 〃 〃
〃 〃 〃 〃

〃 〃
〃 〃

仕 入 伝 票 356,000 (             )

仕 入 伝 票 10,000 351,000

105,000

売 上 伝 票 380,000 (             ) 振 替 伝 票 100,000 (             )
振 替 伝 票 90,000 (             ) 振 替 伝 票 (             )

320,000 320,000

入 金 伝 票 (             ) 167,000 出 金 伝 票 (             ) 175,000
前 月 繰 越 270,000 270,000 前 月 繰 越

摘　要
仕
丁

借　方 貸　方
借
/
貸

残高

京　都　商　店 大　阪　商　店

平成
22年

摘　要
仕
丁

借　方 貸　方
借
/
貸

残高
平成
22年

53,000

売 上 伝 票 22,000 452,000 仕 入 伝 票 (             ) 402,000
売 上 伝 票 (             ) (             ) 振 替 伝 票 80,000

223,000

振 替 伝 票 150,000 (             ) 振 替 伝 票 (             ) (             )
入 金 伝 票 (             ) (             ) 出 金 伝 票 155,000

(             ) (             )

残高
平成
22年

摘　要
仕
丁

借　方 貸　方摘　要
仕
丁

借　方 貸　方
借
/
貸

借
/
貸

残高

772,000 (             ) 仕 訳 日 計 表

前 月 繰 越 360,000 360,000 前 月 繰 越

得意先元帳 仕入先元帳

奈　良　商　店 兵　庫　商　店

平成
22年

前 月 繰 越 (             ) (             ) 前 月 繰 越 698,000 698,000
705,000 (             )

仕 訳 日 計 表 (             ) 909,000 仕 訳 日 計 表 (             ) (             )
仕 訳 日 計 表

平成
22年

摘　要
仕
丁

借　方 貸　方
借
/
貸

総　勘　定　元　帳

売　掛　金 買　掛　金

平成
22年

摘　要
仕
丁

借　方 貸　方
借
/
貸

残高 残高



【第 3 問】（20 点） 

 次の〔資料Ⅰ〕および〔資料Ⅱ〕にもとづいて、精算表を完成しなさい。ただし、会計期間は、平成 21 年 7

月 1 日から平成 22 年 6 月 30 日までの 1 年である。 

 〔資料Ⅰ〕決算にあたって調査したところ、次の事項が判明したので修正を行う。 

1．売買目的で所有しているS社株式の配当金¥6,000が、当座預金口座に振り込まれていたが未記入であった。 

2．得意先に対する売掛金¥150,000 について、契約により 2％の割引をし、その残額を得意先振出しの小切手 

で受け取っていたが未記入であった。 

3．前期に発生した売掛金のうち￥20,000 は、得意先が倒産したため回収不能であることが判明した。 

4．買掛金支払いのために振り出した小切手￥60,000 が、仕入先に未渡しになっていた。 

5．取立てを依頼していた得意先振出しの約束手形￥70,000 が取立てられ、当座預金口座に入金されていたが

未記入であった。 

 

 〔資料Ⅱ〕決算整理事項は、次のとおりである。 

  1．売上債権の期末残高に対して、2％の貸倒引当金を残額補充法によって計上する。 

  2．売買目的で所有している S 社株式の時価が￥240,000 であったので時価に評価替えする。 

  3．期末商品棚卸高は次のとおりであった。売上原価の計算は「売上原価」の行で計算し、棚卸減耗損は売

上原価に算入し、商品評価損は売上原価に算入しない。 

帳簿棚卸

高 

 1,200

個 

 原価  ＠￥500 

実地棚卸

高 
 

1,140

個 
 うち 

1,100 個の時価 

40 個の時価 

＠￥520 

＠￥480 

    なお、実地棚卸数量 1,140 個のうち、40 個についての時価の下落は品質低下を原因とするものである。 

  4．有形固定資産の減価償却は、次の方法により行う。 

     建物：耐用年数 30 年、残存価額は取得原価の 10％として、定額法により計算する。 

     備品：償却率 20％として、定率法により計算する。 

  5．株式交付費は、当期首に増資をした際に発生したもので、その効果のおよぶ期間は 3 年間と見積り定額

法で償却する。 

  6．退職給付引当金への当期繰入額は￥26,000 である。 

  7．支払保険料のうち￥90,000 は、平成 21 年 12 月 1 日に向こう 1 年分を支払ったものである。 

  8．支払利息￥10,000 が未払いとなっている。  



【第 4 問】（20 点） 

  次に示す X 社の製造原価報告書にもとづいて、答案用紙の総勘定元帳の（   ）内に適切な金額を記入し

なさい。なお、X 社は実際原価計算を採用しているが、直接材料費および直接労務費に関しては予定価格および

予定賃率を用い、製造間接費に関しては予定配賦をしているため、原価差異が発生している。 

 

 

【第 5 問】（20 点） 

  XYZ 製作所は甲、乙の 2 種類の製品を製造しており、組別総合原価計算を行っている。当月の生産実績 

 ならびに原価データは以下のとおりである。解答用紙の組別総合原価計算表を完成させなさい。なお、原価 

 投入額合計を完成品総合原価と月末仕掛品原価に配分する方法として、平均法を用いている。また、組間接費 

 は直接費を配賦基準として実際配賦する。当月の組間接費実際発生額は￥2,603,200 であった。 

 

1．当月生産データ 

  甲製品   乙製品  

月 初 仕 掛 品  40 kg （20％）  20 kg （80％） 

当 月 投 入  140 kg   124 kg  

合 計  180 kg   144 kg  

月 末 仕 掛 品  20 kg （80％）  24 kg （50％） 

完 成 品  160 kg   120 kg  

※（ ）内の数値は加工進捗度を表している。 

※直接材料は各組ともすべて工程の始点で投入している。 

2．製造原価データ 

  甲製品  乙製品 

月初仕掛品原価     

直接材料費  137,600  114,800 

加 工 費  211,200  287,800 

当 月 製 造 費 用     

直接材料費  946,000  850,000 

直接労務費  2,002,000  1,408,000 

組 間 接 費  ？  ？ 

  



【第 1 問】（20 点） 

 

  

 借 方 科 目 金 額 貸 方 科 目 金 額 

1 

 

 

 

    

2 

 

 

 

    

3 

 

 

 

    

4 

 

 

 

    

5 

 

 

 

    



【第 2 問】(20 点) 

 

 

 

 

  



【第 3 問】（20 点） 

 

 

借　方 貸　方 借　方 貸　方 借　方 貸　方 借　方 貸　方

現 金 預 金 888,000

受 取 手 形 475,000

売 掛 金 765,000

売 買 目 的 有 価 証 券 248,000

繰 越 商 品 545,000

建 物 2,000,000

備 品 500,000

土 地 4,000,000

株 式 交 付 費 54,000

支 払 手 形 625,000

買 掛 金 345,000

借 入 金 800,000

貸 倒 引 当 金 26,000

退 職 給 付 引 当 金 187,000

建 物 減 価 償 却 累 計 額 840,000

備 品 減 価 償 却 累 計 額 100,000

資 本 金 5,000,000

利 益 準 備 金 210,000

任 意 積 立 金 380,000

繰 越 利 益 剰 余 金 72,000

売 上 4,921,000

仕 入 2,973,000

給 料 924,000

支 払 保 険 料 120,000

支 払 利 息 14,000

13,506,000 13,506,000

受 取 （ ）

（ ） 割 引

（ ） 繰 入

有 価 証 券 評 価 （ ）

棚 卸 減 耗 損

商 品 評 価 損

売 上 原 価

減 価 償 却 費

株 式 交 付 費 （ ）

退 職 給 付 費 用

（ ） 保 険 料

（ ） 利 息

当 期 純 （ ）

精　算　表

勘 定 科 目
試 算 表 修 正 記 入 損 益 計 算 書 貸 借 対 照 表



【第 4 問】（20 点） 

 

 

【第 5 問】(20 点) 

   

4,000,000 （ ） 6,700,000 1,100,000

11,000,000 3,000,000 1,500,000 （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ） 8,200,000 8,200,000

1,400,000 （ ） 1,600,000 （ ）

（ ） 2,400,000 （ ）

（ ） （ ） 3,300,000

7,300,000 7,300,000

（ ） （ ） 3,000,000 （ ）

（ ） （ ） （ ） 4,000,000

（ ） （ ） （ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

材　　    　　　料 賃　金　給　料

期 首 有 高 消 費 高 支 払 高 期 首 未 払 高

仕 入 高 期 末 有 高 期 末 未 払 高 消 費 高

原 価 差 異 原 価 差 異

製　造　経　費 製　造　間　接　費

各 種 支 払 高 消 費 高 間 接 材 料 費 予 定 配 賦 額

減 価 償 却 費 間 接 労 務 費 原 価 差 異

間 接 経 費

仕　掛　品 製　　　　品

期 首 有 高 完 成 高 期 首 有 高 売 上 原 価

直 接 材 料 費 期 末 有 高 完 成 品 原 価 期 末 有 高

直 接 労 務 費

直 接 経 費

製 造 間 接 費

(単位：円）

摘　　　要 甲　製　品 乙　製　品 合　　　計

当 月 製 造 費 用

直 接 材 料 費

直 接 労 務 費

組 間 接 費

計

月 初 仕 掛 品 原 価

合 計

月 末 仕 掛 品 原 価

完 成 品 原 価

完 成 品 単 位 原 価 －

組別総合原価計算表



【第 1 問】 

 〔解答〕                         【仕訳 1 組につき 4 点。合計 20 点。】 

 （注）5 の解答は、次の仕訳でもよい。 

 

 

 

 

 

〔解説〕 

１．試用販売〔手許商品区分法〕 

   試用販売は、相手からの買取意思表示があった時に「試用品売上」勘定で処理する。代金は受取っていないので、「売掛金」 

  勘定とする。また、問題文より、売上計上のつど、売上原価を「試用品」勘定から「仕入」勘定に振替える。 

  「売上」「売掛金」は、常に売価で処理、「仕入」「○○品」は、常に原価で処理する。 

２．新株の発行 

    新株の発行にあたり、払込金のうち資本金として計上しない金額は「資本準備金」勘定として処理する。 

   また、新株発行のための諸費用は「株式交付費」勘定を用います。 

 ３．社会保険料の支払 

     社会保険料を社会保険事務所に支払った時には、従業員負担分については「社会保険料預り金」勘定を減尐させるととも 

    に、雇用主負担分については「法定福利費」勘定で処理する。 

  ４．有価証券の売却 

     売買目的で保有する社債は、「売買目的有価証券」勘定に記帳される。ここでは、取得から売却までに決算日を挟んでいな 

   いないため評価替えはない。そのため、帳簿には取得原価のまま記帳されているため、帳簿価額と売却価額の差額が有価証 

券売却損益となる。売却時に受け取る端数利息（前回の利払日の翌日から売却日までの期間に対応する利息）は「有価証券 

利息」勘定で処理する。 

 ５．固定資産の買換 

    減価償却費＝（￥400,000－￥144,000）×20％×6 ヶ月/12 ヶ月＝￥25,600 

    分かりにくい場合は、売る処理と買う処理を分けて考えるとよい。  

 借 方 科 目 金 額 貸 方 科 目 金 額 

1 

 

売 掛 金 

仕 入 

350,000 

280,000 

試 用 品 売 上 

試 用 品 

350,000 

280,000 

2 

 

 

当 座 預 金 

 

株 式 交 付 費 

8,000,000 

 

200,000 

資 本 金 

資 本 準 備 金 

現 金 

4,000,000 

4,000,000 

200,000 

3 

 

社 会 保 険 料 預 り 金 

法 定 福 利 費 

300,000 

300,000 

現 金 600,000 

4 

 

 

普 通 預 金 499,500 売 買 目 的 有 価 証 券 

有 価 証 券 売 却 益 

有 価 証 券 利 息 

493,500 

4,000 

2,000 

5 

 

 

 

備 品 

備 品 減 価 償 却 累 計 額 

減 価 償 却 費 

固 定 資 産 売 却 損 

700,000 

144,000 

25,600 

30,400 

備 品 

現 金 

400,000 

500,000 

減 価 償 却 費 

備 品 減 価 償 却 累 計 額 

備 品 

固 定 資 産 売 却 損 

25,600   

169,600   

700,000   

30,400   

備 品 減 価 償 却 累 計 額 

備 品 

現 金 

25,600   

400,000   

500,000   



【第 2 問】 

〔解答〕 

 

 

 1 つにつき 2 点。合計 20 点。 

〔解説〕 

１．入金伝票の推定 №101→得意先元帳（京都）の残高から、逆算して算出。￥270,000－￥167,000＝￥103,000 

  №104→得意先元帳（奈良）の残高から、逆算して算出。 

                売上伝票№502→他に（借方）売掛金（奈良）となる伝票がないので￥392,000 

                              ￥360,000－（￥452,000＋￥22,000－￥392,000＋￥150,000）＝￥128,000 

２．出金伝票の推定 №202→仕入元帳 （兵庫）の借方欄より、￥155,000 

            №204→仕入元帳 （大阪）の残高から、逆算して算出。￥320,000－￥175,000＝￥145,000 

３．仕入伝票の推定 №401→仕入元帳 （兵庫）の残高から、逆算して算出。¥402,000－￥53,000 ＝￥349,000 

 №402→仕入元帳 （大阪）の貸方欄より、￥356,000 

４．売上伝票の推定 №501→得意先元帳（京都）の借方欄より、￥380,000 

 №503→得意先元帳（奈良）の貸方欄より、￥22,000 

５．振替伝票の推定 №302→得意先元帳（奈良）の貸方欄より、￥150,000 

№303→得意先元帳（京都）の貸方欄より、￥90,000→仕入先元帳（兵庫）の借方欄が埋まる。 

№304→仕入元帳 （兵庫）の借方欄より、￥80,000 

№306→仕入元帳 （大阪）の借方欄より、￥100,000 

 

仕訳日計表への集計  入金（現金借方）→出金（現金貸方）→仕入（仕入貸借、買掛金貸方） 

          →売上（売上貸借、売掛金借方）→その他（相手科目、振替伝票）の順に解答すれば良い。 

          仕訳日計表の貸借は必ず一致する。また、伝票の合計金額と必ず一致する。  



【第 3 問】 

〔解答〕 

 

 

           1 つにつき 2 点。合計 20 点。 

 

借　方 貸　方 借　方 貸　方 借　方 貸　方 借　方 貸　方

現 金 預 金 888,000 6,000 1,171,000

147,000

60,000

70,000

受 取 手 形 475,000 70,000 405,000

売 掛 金 765,000 150,000 595,000

20,000

売 買 目 的 有 価 証 券 248,000 8,000 240,000

繰 越 商 品 545,000 600,000 545,000 569,200

30,000

800

建 物 2,000,000 2,000,000

備 品 500,000 500,000

土 地 4,000,000 4,000,000

株 式 交 付 費 54,000 18,000 36,000

支 払 手 形 625,000 625,000

買 掛 金 345,000 60,000 405,000

借 入 金 800,000 800,000

貸 倒 引 当 金 26,000 20,000 14,000 20,000

退 職 給 付 引 当 金 187,000 26,000 213,000

建 物 減 価 償 却 累 計 額 840,000 60,000 900,000

備 品 減 価 償 却 累 計 額 100,000 80,000 180,000

資 本 金 5,000,000 5,000,000

利 益 準 備 金 210,000 210,000

任 意 積 立 金 380,000 380,000

繰 越 利 益 剰 余 金 72,000 72,000

売 上 4,921,000 4,921,000

仕 入 2,973,000 2,973,000

給 料 924,000 924,000

支 払 保 険 料 120,000 37,500 82,500

支 払 利 息 14,000 10,000 24,000

13,506,000 13,506,000

受 取 （ 配 当 金 ） 6,000 6,000

（ 売 上 ） 割 引 3,000 3,000

（ 貸 倒 引 当 金 ） 繰 入 14,000 14,000

有 価 証 券 評 価 （ 損 ） 8,000 8,000

棚 卸 減 耗 損 30,000 30,000

商 品 評 価 損 800 800

売 上 原 価 545,000 600,000 2,948,000

2,973,000

30,000

減 価 償 却 費 140,000 140,000

株 式 交 付 費 （ 償 却 ） 18,000 18,000

退 職 給 付 費 用 26,000 26,000

（ 前 払 ） 保 険 料 37,500 37,500

（ 未 払 ） 利 息 10,000 10,000

当 期 純 （ 利 益 ） 738,700 738,700

4,738,300 4,738,300 4,927,000 4,927,000 9,553,700 9,553,700

精　算　表

勘 定 科 目
試 算 表 修 正 記 入 損 益 計 算 書 貸 借 対 照 表



〔解説〕   

【資料Ⅰ】 

 

 

 

 

 

 

 

 ２．売上割引：￥150,000×2％＝￥3,000 

 

 

【資料Ⅱ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料Ⅱ】 

 １．設定額 ：｛ （￥475,000－￥70,000）＋（￥765,000－￥150,000－￥20,000） ｝×2％＝￥20,000 

   繰入額 ：￥20,000－（￥26,000－￥20,000）＝￥14,000 

 

 

1 現 金 預 金 6,000 受 取 配 当 金 6,000 

2 

 

現 金 預 金 

売 上 割 引 

147,000 

3,000 

売 掛 金 150,000 

3 貸 倒 引 当 金 20,000 売 掛 金 20,000 

4 現 金 預 金 60,000 買 掛 金 60,000 

5 現 金 預 金 70,000 受 取 手 形 70,000 

1．貸倒引当金の設定 

 貸 倒 引 当 金 繰 入 14,000 貸 倒 引 当 金 14,000 

2．売買目的有価証券の評価替 

 有 価 証 券 評 価 損 8,000 売 買 目 的 有 価 証 券 8,000 

3．売上原価の算定 

 売 上 原 価 545,000 繰 越 商 品 545,000 

 売 上 原 価 2,973,000 仕 入 2,973,000 

 繰 越 商 品 600,000 売 上 原 価 600,000 

 棚 卸 減 耗 損 30,000 繰 越 商 品 30,000 

 商 品 評 価 損 800 繰 越 商 品 800 

 売 上 原 価 30,000 棚 卸 減 耗 損 30,000 

4．減価償却費の計算 

 減 価 償 却 費 140,000 建 物 減 価 償 却 累 計 額 60,000 

   備 品 減 価 償 却 累 計 額 80,000 

5．新株発行の償却 

 株 式 交 付 費 償 却 18,000 株 式 交 付 費 18,000 

6．退職給付引当金の計上 

 退 職 給 付 費 用 26,000 退 職 給 付 引 当 金 26,000 

7．支払保険料の繰延べ 

 前 払 保 険 料 37,500 支 払 保 険 料 37,500 

8．支払利息の見越し 

 支 払 利 息 10,000 未 払 利 息 10,000 



 ３．期末棚卸商品 

   ※「売上原価」勘定で集計していることに注意！（期首＋当期仕入－期末＝売上原価をしっかりと覚える！） 

   期末商品のうち 40 個については「品質低下を原因」として時価が下落しているため、商品評価損を計上する。 

 

 ４．建物（定額法） ：￥2,000,000×0.9÷30 年＝￥60,000 

   備品（定率法） ：￥500,000－￥100,000）×20％＝￥80,000 

 ５．株式交付費は当期首に生じたものであるため、3 年（36 ヶ月）にわたって定額法により償却する。 

 ７．繰延額     ：￥90,000×5 ヶ月/12 ヶ月＝￥37,500 

 

【第 4 問】 

〔解答〕 

 

1 つにつき 2 点。合計 20 点。   

 

 

 

 

帳簿棚卸高　￥600,000

棚卸減耗損：

（1,200個－1,140個）×＠￥500＝￥30,000 

商品評価損：

（＠￥500-＠￥480）×（1,140個－1,100個）＝￥800

1,100個 1,140個 1,200個

　
棚
卸
減
耗
損

￥30,000

＠￥500

＠￥480

貸借対照表価額

¥569,200

商　 品
評価損
￥800

4,000,000 12,100,000 6,700,000 1,100,000

11,000,000 3,000,000 1,500,000 6,800,000

100,000 300,000

15,100,000 15,100,000 8,200,000 8,200,000

1,400,000 4,500,000 1,600,000 7,200,000

3,100,000 2,400,000 100,000

4,500,000 4,500,000 3,300,000

7,300,000 7,300,000

2,500,000 21,800,000 3,000,000 20,800,000

10,500,000 4,000,000 21,800,000 4,000,000

4,400,000 24,800,000 24,800,000

1,200,000

7,200,000

25,800,000 25,800,000

賃　金　給　料材　　    　　　料

期 首 有 高 消 費 高 支 払 高 期 首 未 払 高

仕 入 高 期 末 有 高 期 末 未 払 高 消 費 高

原 価 差 異 原 価 差 異

製　造　経　費 製　造　間　接　費

各 種 支 払 高 消 費 高 間 接 材 料 費 予 定 配 賦 額

減 価 償 却 費 間 接 労 務 費 原 価 差 異

間 接 経 費

仕　掛　品 製　　　　品

期 首 有 高 売 上 原 価

直 接 材 料 費 期 末 有 高 完 成 品 原 価 期 末 有 高

直 接 労 務 費

直 接 経 費

製 造 間 接 費

期 首 有 高 完 成 高



〔解説〕 

  ＜製造原価報告書と仕掛品勘定の関係＞ 

 

 材 料 勘 定 消  費  高：10,500,000 円（直接材料費）＋1,600,000 円（間接材料費）＝12,100,000 円 

         原 価  差 異：貸借差額により、100,000 円 

 賃金給料勘定 消  費  高：4,400,000 円（直接労務費）＋2,400,000 円（間接労務費）＝6,800,000 円 

         原 価  差 異：貸借差額により、300,000 円 

 製造経費勘定 消  費  高：1,200,000 円（直接経費）＋3,300,000 円（間接経費）＝4,500,000 円 

         減 価 償 却 費：貸借差額により、3,100,000 円 

 製造間接費勘定 予 定 配 賦 額：仕掛品勘定の製造間接費より、7,200,000 円 

         原 価  差 異：貸借差額により、100,000 円 

 製 品 勘 定 完 成 品 原 価：仕掛品勘定の完成高より、21,800,000 円 

         売 上 原 価：貸借差額により、20,800,000 円 

 

【第 5 問】 

〔解答〕 

   

  1 つにつき 4 点。合計 20 点。 



〔解説〕 

〔組間接費配賦額〕 

〈甲製品〉 

    

〈乙製品〉 

    

[全体講評] 

第１問 設問３の＜社会保険料預り金＞を聞いたことが無く、間違った方もいらっしゃるかと思います。稀に各校のテキストに

も載っていないような問題が出ることがあります。出題者の意図としては、全体の平均点を抑えるための出題ですので、そのよう

な問題はあまり時間を掛けすぎに、分からない場合は飛ばしても構いません。そのような問題がでる場合は、第２問や第３問が簡

単な場合が多いのでそちらで得点を稼いでください。今回の場合は第３問の精算表作成問題は簡単な問題でしたので、問題全体を

通して合格点に辿り着けるようにしましょう。なお、第１問の目標点数は１６～２０点は確保して欲しいです。 

 

第２問は伝票の推定問題ですが、時間が掛かる問題だったと思いますが満点は十分狙える問題です。計算ミスや尐し分からない

部分があったとしても１２～１６点は確保して頂きたい問題です。 

 

第３問は簡単な精算表作成問題でした。商品評価損の計算で迷った方もいるかも知れませんが、１６～できれば満点確保を目指

してください。 

 

第４問は難易度が高い問題でした。しかし、予定配賦の勘定連絡図を見る上では参考になる問題だと思います。あまり正解出来

なかった方は製造原価報告書と差異把握の部分を入念に見直しておきましょう。目標得点は８～１２点です。 

 

第５問は組別総合計算です。仕損が無く、簡単な問題だったと思います。満点を狙って頂きたい問題です。工業簿記は一方が難

しい場合はもう一方は易しい問題が多いので、平均的に得点するようにしましょう。  

甲製品： 2,603,000 × 
946,000＋2,002,000 

＝ 1,474,000 
（946,000＋2,002,000 ）＋（850,000＋1,408,000 ） 

乙製品： 2,603,000 × 
850,000＋1,408,000 

＝ 1,129,000 
（946,000＋2,002,000 ）＋（850,000＋1,408,000 ） 



第２回 模試 制限時間２時間 

 

 

【第 1 問】（20 点） 

 次の取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、次の中から最も適当と思われるものを選ぶこと。 

 

 

1． 委託販売を行うため、得意先である長崎商店に委託販売を依頼し、商品（原価¥500,000、売価¥700,000）

を発送した。なお、その際銀行で額面¥400,000 の荷為替を取り組み、割引料¥10,000 を差し引かれた残額を

当座預金口座に預け入れた。発送に要した運賃¥5,000 は現金で支払った。 

 

2． 平成×6 年 4 月 1 日（期首）に取得したパソコン（当期首における帳簿価額：¥640,000、償却方法：償却率

20％の定率法、記帳方法：直接法）を当期末（平成×7 年 3 月 31 日）に除却した。なお、このパソコンの処

分価値は¥200,000 と見積もっている。また、当期の減価償却費の計上もあわせて行うこと。 

 

 

3． 本日決算において、当期における法人税¥685,000 と住民税¥117,000 を計上する。なお、期中において法人

税等の中間納付を行っており、¥300,000 を仮払法人税等で処理している。 

 

4．銀行で割り引いていた得意先愛知商店振出、当店宛の約束手形¥350,000 について、本日、愛知商店が倒産し

同銀行から償還請求を受けたため、小切手を振り出して支払った。なお、期限後利息¥5,000 は現金で支払い、

手形金額とともに得意先に対して支払請求を行った。 

 

5．宮城商事は、商品（原価¥500,000）を発注し、貨物引換証受け取り、得意先に¥700,000 で販売し、代金は

掛けとした。これにともなう売上原価を仕入勘定に振り替える。 

  

現 金  当 座 預 金  普 通 預 金  売 掛 金  前 受 金 

受 取 手 形  割 引 手 形  未 収 金  未 払 金  仕 入 割 引 

試 送 品  受 託 販 売  建 物  貯 蔵 品  備 品 

未 着 品  積 送 品  固定資産売却損  未 着 品 売 上  売 上 値 引 

不 渡 手 形  仕 入  売 上  建物減価償却累計額  未 払 法 人 税 等 

支 払 手 形  支 払 利 息  減 価 償 却 費  備品減価償却累計額  受 取 利 息 

手 形 売 却 損  法 人 税 等  仮 払 法 人 税 等  固 定 資 産 除 却 損  仮 払 消 費 税 



【第 2 問】（20 点） 

石川商事は、当座預金出納帳、売上帳、仕入帳、支払手形記入帳、受取手形記入帳を特殊仕訳帳として用いて

いる。これらの特殊仕訳帳の取引記録は１ヵ月ごとに一括して合計して処理し転記を行っている。また諸口欄の

個々の記録は取引日に個別転記している。次の特殊仕訳帳の記録にもとづき、解答用紙の①～⑩の金額を求めよ。 

 

【第 3 問】（20 点） 

次の資料にもとづいて、貸借対照表、損益計算書を完成させなさい。ただし、会計期間は平成×６年４月１日

から平成×７年３月３１日までとする。 

 

  

[資料1] [資料2] 決算日をむかえ調査したところ、以下の
事実が判明したため、適切な処理を行う。

①．前期において貸倒処理した掛け代金\12,000を

借 方 勘 定 科 目 貸 方 小切手で回収したが未記帳であった。

256,700 現 金 預 金
85,000 受 取 手 形 ②．満期保有目的であるＣ社社債の期限到来済み
24,000 売 掛 金 の利札\3,000が未記帳であった。
23,000 繰 越 商 品
64,800 売 買 目 的 有 価 証 券 [資料3] 決算整理事項

300,000 備 品 ①．売上債権の期末残高に対して2％の貸倒引当金
250,000 長 期 貸 付 金 を設定している（差額補充法）
197,600 満 期 保 有 目 的 債 券

支 払 手 形 51,000 ②．売買目的有価証券の内訳は次のとおりである。
買 掛 金 33,420 なお決算において、時価に評価替えする。
修 繕 引 当 金 15,500 帳簿価額 時価
貸 倒 引 当 金 680 Ａ社株式 ¥22,000 ¥20,000
備 品 減 価 償 却 累 計 額 60,000 Ｂ社社債 ¥42,800 ¥45,300
長 期 借 入 金 200,000
資 本 金 500,000 ③．備品については定率法（償却率20％）によって
資 本 準 備 金 120,000 減価償却を行う。
利 益 準 備 金 41,000
任 意 積 立 金 8,000 ④．期末商品棚卸高は次のとおりである。なお、
繰 越 利 益 剰 余 金 14,000 商品評価損は売上原価の内訳科目に、棚卸減耗費は
売 上 1,125,200 販売費及び一般管理費に計上している。
受 取 利 息 2,200 帳簿棚卸高 数量200個 原価@\120
有 価 証 券 利 息 3,000 実地棚卸高 数量190個 時価@\115

875,000 仕 入
85,400 給 料 ⑤．満期保有目的債券はＣ社が平成×4年4月1日に
2,500 旅 費 交 通 費 額面総額\200,000、償還期間5年、年利率2％、
3,000 売 上 割 引 利払日年2回（3月末と9月末）という条件で
7,000 固 定 資 産 売 却 損 発行した社債を額面\100につき、\98で

2,174,000 2,174,000 購入したものである。なお、満期保有目的債券は

償却原価法（定額法）によって処理する。

⑥．修繕引当金の当期繰入額は\22,000であり、
毎期残額については戻入処理を行っている

⑦．長期貸付金は平成×6年8月1日に貸付期間3年、
年利率3％、利払日は年１回（7月末日）の条件で
貸し付けたものである。決算にあたり
利息の未収分を計上する。

⑧税引前当期純利益の40％を法人税等に計上する。

決算整理前残高試算表
平成×7年3月31日



【第 4 問】（20 点） 

 

 当社では適切な原価管理のため、標準原価計算を用いている。 

 

問１ 次の資料にもとづいて、答案用紙の月次予算損益計算書を完成させなさい。 

 

[資料] 

（１）月間の予算生産・販売量は 6,000 個、予算販売単価は 5,000 円 

 

（２）製品 1 個あたりの標準原価は次のとおりである。 

直接材料費 20 円／kg × 30kg ＝ 600 円 

直接労務費 800 円／時間 × 2 時間 ＝ 1,600 円 

製造間接費 700 円／時間 × 2 時間 ＝ 1,400 円 

    合計 3,600 円 

 

（３）製造間接費は公式法変動予算を設定して計算しており、変動費率は 400 円／時間、月間固定費予算額は

3,600,000 円である。 

 

（４）当社における販売費及び一般管理費の年間予算額は 24,000,000 円である。 

 

問２  上記問１の資料および当月の実績データ（下記）にもとづき、答案用紙の標準製造原価差異分析表を完

成させなさい。なお、能率差異は三分法を用いて計算している。 

 

  [当月における実績データ] 

生 産 ・ 販 売 量 5,500 個 

直 接 材 料 費 18 円／kg×167,000kg ＝ 3,006,000 円 

直 接 労 務 費 820 円／時間×12,500 時間 ＝ 10,250,000 円 

製 造 間 接 費 8,750,000 円 

 

 

 

 

  



【第 5 問】（20 点） 

 堀田工業所の 9 月の生産および販売記録は次の通りであった。直接原価計算方式の損益計算書を作成している

ことを前提とし、以下の問 1 から問 4 に答えなさい。 

 

生 産 量  4,000 台 

販 売 量  3,600 台 

月 初 在 庫 量  0 台 

販 売 単 価  5,000 円 

直 接 材 料 費  3,900,000 円 

直 接 労 務 費  2,150,000 円 

製 造 間 接 費  2,800,000 円 

変 動 販 売 費  1,260,000 円 

固定費及び一般管理費  3,700,000 円 

 

 なお、直接原材料費と直接労務費は変動費である。また、製造間接費 2,800,000 円の内訳は変動費が 1,550,000

円、固定費が 1,250,000 円である。変動販売費は当月の販売量に対して発生したものである。 

 

問 1. 答案用紙の損益計算書を完成させなさい。 

問 2. 損益分岐点売上高はいくらになるか。 

問 3. 売上高営業利益率は何％になるか。ただし、2%未満は四捨五入すること。 

問 4. 安全余裕率は何％になるか。ただし、2％未満は四捨五入すること。 

  



【第 1 問】（20 点） 

 

  

 借 方 科 目 金 額 貸 方 科 目 金 額 

1 

 

 

 

    

2 

 

 

 

    

3 

 

 

 

    

4 

 

 

 

    

5 

 

 

 

    



【第 2 問】(20 点) 

 

 

 

 

 

 

  

[借方] [貸方]

売 上 欄 ￥ 129,800 仕 入 欄 ￥ （⑥                 ）

売 掛 金 欄 ￥ 2,439,000 買 掛 金 欄 ￥ 1,189,000

受取手形欄 ￥ （①                 ） 支払手形欄 ￥ 818,000

諸 口 欄 ￥ 229,100 諸 口 欄 ￥ 134,510

合 計 ￥ 4,626,900 合 計 ￥ 2,364,610

売 掛 金 欄 ￥ 1,579,000 買 掛 金 欄 ￥ 1,098,100

△売上戻り △￥ （②                 ） △仕入値引 △￥ 24,500

受取手形欄 ￥ 765,000 支払手形欄 ￥ （⑦                 ）

当座預金欄 ￥ （③                 ） 当座預金欄 ￥ （⑧                 ）

諸 口 欄 ￥ 58,000 諸 口 欄 ￥ 78,300

合 計 ￥ 2,483,600 合 計 ￥ 1,935,000

売 上 欄 ￥ （④                 ） 仕 入 欄 ￥ （⑨                 ）

売 掛 金 欄 ￥ （⑤                 ） 買 掛 金 欄 ￥ 917,000

合 計 ￥ 2,104,100 合 計 ￥ （⑩                 ）

（１）当座預金出納帳

（２）売上帳

（４）受取手形記入帳

（３）仕入帳

（５）支払手形記入帳



【第 3 問】（20 点） 

 

 

 

Ⅰ 1,125,200
Ⅱ

1 期 首 商 品 棚 卸高 （ ）
2 当 期 商 品 仕 入高 （ ）

合計 （ ）
3 期 末 商 品 棚 卸高 （ ）

差引 （ ）
4 （　      　　） （ ） （ ）

売 上 総 利 益 （ ）
Ⅲ

1 給 料 （ ）
2 旅 費 交 通 費 （ ）
3 貸 倒 引 当 金 繰入 （ ）
4 修 繕 引 当 金 繰入 （ ）
5 減 価 償 却 費 （ ）
6 （　      　　） （ ） （ ）

（　      　　） （ ）
Ⅳ

1 受 取 利 息 （ ）
2 有 価 証 券 利 息 （ ）
3 有価証券（　  　） （ ） （ ）

Ⅴ
1 売 上 割 引 （ ）

（　      　　） （ ）
Ⅵ

1 （　      　　） （ ）
2 修 繕 引 当 金 戻入 （ ） （ ）

Ⅶ
1 （　      　　） （ ）

税引前当期純利益 （ ）
法 人 税 等 （ ）
当 期 純 利 益 （ ）

特 別 損 失

損　益　計　算　書
自平成×6年4月1日　　至平成×7年3月31日

売 上 高
売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益



 

 

  

資 産 の 部 負 債 の 部
Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債

1. 現 金 預 金 (          ) 1. （　　　　　）
2. 受 取 手 形 （　　　　　） 2. （　　　　　）
3. 売 掛 金 （　　　　　） 3. （　　　　　）

計 （　　　　　） 4. （　　　　　）
（　　　　　　） （　　　　　） (          ) （　　　　　）

4. 有 価 証 券 (          ) Ⅱ
5. 商 品 (          ) 1. （　　　　　）
6. （　　　　　） (          ) （　　　　　）

流 動 資 産 合 計 (          ) （　　　　　）
Ⅱ 固 定 資 産

1. 備 品 （　　　　　） 1. （　　　　　）
減価償 却累 計額 （　　　　　） (          ) 2.

2. 長 期 貸 付 金 (          ) (1) 資 本 準 備 金 （　　　　　）
3. 投 資 有 価 証 券 (          ) 3.

固 定 資 産 合 計 (          ) (1) 利 益 準 備 金 （　　　　　）
(2) 任 意 積 立 金 （　　　　　）
(3) 繰 越 利 益 剰 余 金 （　　　　　） （　　　　　）

（　　　　　）
（　　　　　）

資 産 合 計 （　　　　　） （　　　　　）

株 主 資 本 合 計
純 資 産 合 計
負 債 及 び 純 資 産 合 計

固 定 負 債 合 計
負 債 合 計
純 資 産 の 部
資 本 金
資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

貸　借　対　照　表
平成×7年3月31日

支 払 手 形
買 掛 金
修 繕 引 当 金

（　　　　　　）

流 動 負 債 合 計
固 定 負 債
長 期 借 入 金



【第 4 問】（20 点） 

問１ 

 

 月次予算損益計算書 （単位：円） 

Ⅰ． 売上高 （        ） 

Ⅱ． 売上原価 （        ） 

 売上総利益 （        ） 

Ⅲ． 販売費及び一般管理費 （        ） 

 営業利益 （        ） 

 

問２ 

直接材料費総差異 

      価格差異 

      数量差異 

（ 

（ 

（ 

 ）円 

）円 

）円 

直接労務費総差異 

      賃率差異 

      時間差異 

（ 

（ 

（ 

 ）円 

）円 

）円 

製造間接費総差異 

      予算差異 

      能率差異 

      操業度差異 

（ 

（ 

（ 

（ 

 ）円 

）円 

）円 

）円 

                          不利差異の場合には△をつけよ。 

 

【第 5 問】(20 点) 

 問 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 2  円 

問 3  ％ 

問 4  ％ 

 損 益 計 算 書  （単位：円） 

売 上 高   （ ） 

変 動 費    

月 初 製 品 有 高  （ ） 

当月製品変動製造原価  （ ） 

計  （ ） 

月 末 製 品 有 高  （ ） 

変 動 売 上 原 価  （ ） 

変 動 販 売 費  （ ） 

貢 献 利 益   （ ） 

固 定 費   （ ） 

営 業 利 益   （ ） 



【第 1 問】（20 点） 

〔解答〕 

 

【仕訳 1 組につき 4 点。合計 20 点。】 

 

〔解説〕 

１．委託販売の荷為替の取り組み 

   ポイントは通常の荷為替と違い、「前受金」勘定で処理する点です。通常の荷為替なら「売掛金」で処

理していました。委託販売の荷為替は非常に特殊な問題ですから、「前受金」勘定する点は暗記しておき

ましょう。 

２．固定資産の除却 

    本問では設問に記帳方法は直接法で処理している点が書かれています。「備品減価償却累計額」勘定を

用いてしまった方は間接法との混同に注意する必要があります。直接法では「○○減価償却累計額」勘定

は用いませんので注意して下さい。なお、固定資産除却損は備品の帳簿価額から貯蔵品の価額と減価償却

費を差し引いた差額で求めます。 

 ３．法人税・住民税の処理 

     中間申告で納付済み分は「仮払法人税等」勘定、残額の未払い分については「未払法人税等」勘定を用

います。 

  ４．不渡手形の処理 

     「期限後利息」の名称で戸惑った方もいらっしゃると思います。期限後利息も不渡手形の償還費用に含

まれますので、「不渡手形」勘定に含めて処理します。 

 ５．貨物引換証の売却処理 

貨物引換証の売却は、「未着品売上」勘定（売価）で処理します。また、設問の指示のとおり仕入勘定へ

の振替（原価）も忘れないで処理しましょう。 

 

  

 借 方 科 目 金 額 貸 方 科 目 金 額 

1 

 

 

積 送 品 

手 形 売 却 損 

当 座 預 金 

505,000  

10,000  

390,000  

仕 入 

現 金 

前 受 金 

500,000 

5,000 

400,000 

2 

 

 

貯 蔵 品 

減 価 償 却 費 

固 定 資 産 除 却 損 

200,000 

128,000 

312,000 

備 品 640,000 

3 

 

法 人 税 等 802,000 仮 払 法 人 税 等 

未 払 法 人 税 等 

300,000 

502,000 

4 

 

不 渡 手 形 355,000 当 座 預 金 

現 金 

350,000 

5,000 

5 

 

売 掛 金 

仕 入 

700,000 

500,000 

未 着 品 売 上 

未 着 品 

700,000 

500,000 



【第 2 問】 

〔解答〕 

 

[各 2 点 20 点満点] 

〔解説〕 

 特殊仕訳帳の金額を推定する問題です。 

問題文から、当座預金出納帳、売上帳、仕入帳、支払手形記入帳、受取手形記入帳を特殊仕訳帳として用いら

れているのが分かります。それぞれが重なり合う部分は二重仕訳となっているというわけです。 

 

   

[借方] [貸方]

売 上 欄 ￥ 129,800 仕 入 欄 ￥ （⑥223,100）

売 掛 金 欄 ￥ 2,439,000 買 掛 金 欄 ￥ 1,189,000

受取手形欄 ￥ （① 1 ,829,000） 支払手形欄 ￥ 818,000

諸 口 欄 ￥ 229,100 諸 口 欄 ￥ 134,510

合 計 ￥ 4,626,900 合 計 ￥ 2,364,610

売 掛 金 欄 ￥ 1,579,000 買 掛 金 欄 ￥ 1,098,100

△売上戻り △￥ （②48,200） △仕入値引 △￥ 24,500

受取手形欄 ￥ 765,000 支払手形欄 ￥ （⑦560,000）

当座預金欄 ￥ （③129,800） 当座預金欄 ￥ （⑧223,100）

諸 口 欄 ￥ 58,000 諸 口 欄 ￥ 78,300

合 計 ￥ 2,483,600 合 計 ￥ 1,935,000

売 上 欄 ￥ （④765,000） 仕 入 欄 ￥ （⑨560,000）

売 掛 金 欄 ￥ （⑤1,339,100） 買 掛 金 欄 ￥ 917,000

合 計 ￥ 2,104,100 合 計 ￥ （⑩1,477,000）

（１）当座預金出納帳

（２）売上帳 （３）仕入帳

（４）受取手形記入帳 （５）支払手形記入帳

[借方] [貸方]

売 上 欄 ￥ 129,800 差額→ 仕 入 欄 ￥ （⑥223,100）

売 掛 金 欄 ￥ 2,439,000 買 掛 金 欄 ￥ 1,189,000

差額→ 受取手形欄 ￥ （① 1,829,000） 支払手形欄 ￥ 818,000

諸 口 欄 ￥ 229,100 諸 口 欄 ￥ 134,510

合 計 ￥ 4,626,900 合 計 ￥ 2,364,610

売 掛 金 欄 ￥ 1,579,000 買 掛 金 欄 ￥ 1,098,100

差額→ △売上戻り △￥ （②48,200） △仕入値引 △￥ 24,500

受取手形欄 ￥ 765,000 差額→ 支払手形欄 ￥ （⑦560,000）

当座預金欄 ￥ （③129,800） 当座預金欄 ￥ （⑧223,100）

諸 口 欄 ￥ 58,000 諸 口 欄 ￥ 78,300

合 計 ￥ 2,483,600 合 計 ￥ 1,935,000

売 上 欄 ￥ （④765,000） 仕 入 欄 ￥ （⑨560,000）

差額→ 売 掛 金 欄 ￥ （⑤1,339,100） 買 掛 金 欄 ￥ 917,000

合 計 ￥ 2,104,100 差額→ 合 計 ￥ （⑩1,477,000）

（１）当座預金出納帳

（２）売上帳 （３）仕入帳

（４）受取手形記入帳 （５）支払手形記入帳



仕訳で表すと次のようになります。二重仕訳の部分には「」をつけています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本問ではこのような仕訳の形は問われていませんが、仕訳に表すことでより正確に問題を解けるようになりま

すので、下書きになどに仕訳を書いて解いてみてください。 

借 方 科 目 金 額 貸 方 科 目 金 額 

 

（１）当座預金出納帳 

（借方） 

当 座 預 金 4,626,900 売 上  

売 掛 金 

受 取 手 形 

諸 口 

129,800 

2,439,000 

1,829,000 

229,100 

 

（１）当座預金出納帳 

（貸方） 

仕 入  

買 掛 金 

支 払 手 形 

諸 口 

223,100 

1,189,000 

818,000 

134,510 

当 座 預 金 2,364,610 

 

（２）売上帳 

売 掛 金 

売 上 

受 取 手 形  

当 座 預 金  

諸 口 

1,579,000 

48,200 

765,000 

129,800 

58,000 

売 上 ※ 

売 掛 金 

2,531,800 

48,200 

※売上戻り控除前の金額 

（３）仕入帳 

仕 入 ※ 

買 掛 金 

 

1,959,500 

24,500 

買 掛 金 

仕 入 

支 払 手 形  

当 座 預 金  

諸 口 

1,098,100 

24,500 

560,000 

223,100 

78,300 

※仕入値引控除前の金額 

（４）受取手形記入帳 

受 取 手 形 2,104,100 売 上  

売 掛 金 

765,000 

1,339,100 

 

（５）支払手形記入帳 

仕 入  

買 掛 金 

560,000 

917,000 

支 払 手 形 1,477,000 



【第 3 問】 

〔解答〕 

 

 

 

 

Ⅰ 1,125,200
Ⅱ

1 期 首 商 品 棚 卸高 （ 23,000 ）
2 当 期 商 品 仕 入高 （ 875,000 ）

合計 （ 898,000 ）
3 期 末 商 品 棚 卸高 （ 24,000 ）

差引 （ 874,000 ）
4 （　商品評価損　） （ 950 ） （ 874,950 ）

売上総利益 （ 250,250 ）
Ⅲ

1 給 料 （ 85,400 ）
2 旅 費 交 通 費 （ 2,500 ）
3 貸 倒 引 当 金 繰入 （ 1,500 ）
4 修 繕 引 当 金 繰入 （ 22,000 ）
5 減 価 償 却 費 （ 48,000 ）
6 （　棚卸減耗費　） （ 1,200 ） （ 160,600 ）

　　（　営業利益　） （ 89,650 ）
Ⅳ

1 受 取 利 息 （ 7,200 ）
2 有 価 証 券 利 息 （ 6,800 ）
3 有価証券（評価益） （ 500 ） （ 14,500 ）

Ⅴ
1 売 上 割 引 （ 3,000 ）

（　経常利益　） （ 101,150 ）
Ⅵ

1 （　償却債権取立益　） （ 12,000 ）
2 修 繕 引 当 金 戻入 （ 15,500 ） （ 27,500 ）

Ⅶ
1 （　固定資産売却損　） （ 7,000 ）

税引前当期純利益 （ 121,650 ）
法 人 税 等 （ 48,660 ）
当 期 純 利 益 （ 72,990 ）

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

損　益　計　算　書
自平成×6年4月1日　　至平成×7年3月31日

売 上 高
売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益



 

 1 つにつき 2 点。合計 20 点。 

 

 

〔解説〕 

 

まずは決算整理事項を仕訳します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※有価証券の評価については損益を合計して、表示しています。 

 

 

借 方 科 目 金 額 貸 方 科 目 金 額 

現 金 12,000 償 却 債 権 取 立 益 12,000 

現 金 3,000 有 価 証 券 利 息 3,000 

貸 倒 引 当 金 繰 入 1,500 貸 倒 引 当 金 1,500 

売 買 目 的 有 価 証 券 500 有 価 証 券 評 価 益 ※ 500 

減 価 償 却 費 48,000 備 品 減 価 償 却 累 計 額 48,000 

仕 入 23,000 繰 越 商 品 23,000 

繰 越 商 品 24,000 仕 入 24,000 

棚 卸 減 耗 費 1,200 繰 越 商 品 1,200 

商 品 評 価 損 950 繰 越 商 品 950 

満 期 保 有 目 的 債 券 800 有 価 証 券 利 息 800 

修 繕 引 当 金 15,500 修 繕 引 当 金 戻 入 15,500 

修 繕 引 当 金 繰 入 22,000 修 繕 引 当 金 22,000 

未 収 利 息 5,000 受 取 利 息 5,000 

資 産 の 部 負 債 の 部
Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債

1. 現 金 預 金 （ 271,700 ） 1. （ 51,000 ）
2. 受 取 手 形 （ 85,000 ） 2. （ 33,420 ）
3. 売 掛 金 （ 24,000 ） 3. （ 22,000 ）

計 （ 109,000 ） 4. （ 48,660 ）
（ 貸 倒 引 当 金 ） （ 2180 ） （ 106,820 ） （ 155080 ）

4. 有 価 証 券 （ 65,300 ） Ⅱ
5. 商 品 （ 21,850 ） 1. （ 200,000 ）
6, （ 未 収 利 息 ） （ 5,000 ） （ 200,000 ）

流 動 資 産 合 計 （ 470,670 ） （ 355,080 ）
Ⅱ 固 定 資 産

1. 備 品 （ 300,000 ） 1. （ 500,000 ）
減 価 償 却 累 計 額 （ 108,000 ） （ 192,000 ） 2.

2. 長 期 貸 付 金 （ 250,000 ） (1) 資 本 準 備 金 （ 120,000 ）
3. 投 資 有 価 証 券 （ 198,400 ） 3.

固 定 資 産 合 計 （ 640,400 ） (1) 利 益 準 備 金 （ 41,000 ）
(2) 任 意 積 立 金 （ 8,000 ）
(3) 繰 越 利 益 剰 余金 （ 86,990 ） （ 135990 ）

（ 755,990 ）
（ 755990 ）

資 産 合 計 （ 1,111,070 ） （ 1,111,070 ）
純 資 産 合 計
負債及び純 資産 合計

支 払 手 形

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

平成×7年3月31日
貸　借　対　照　表

買 掛 金
修 繕 引 当 金
（ 未 払 法 人 税 等 ）
流 動 負 債 合 計
固 定 負 債
長 期 借 入 金
固 定 負 債 合 計
負 債 合 計
純 資 産 の 部
資 本 金
資 本 剰 余 金



 

残高資産表の脇にさきほどの仕訳を書き込んでいきます。 

 

 

ここまでは通常の決算手続きですので、問題は無いと思います。 

 

 財務諸表の作成問題ではまず損益計算書を先に作成していきます。その理由は当期純利益と未払法人税の金額

を求める必要があったからですね。 

 

 

 

貸借対照表上の繰越利益剰余金勘定の金額は 86,990 円は前期繰越額 14,000 円と当期の計上額 72,990 円の合

算額ですので注意しておきましょう。 

 

 

 

  

借 方 勘 定 科 目 貸 方

貸倒引当金繰入 271,700← 256,700 現 金 預 金
1,500 85,000 受 取 手 形

24,000 売 掛 金
減価償却費 21850← 23,000 繰 越 商 品

48,000 65,300← 64,800 売 買 目 的 有 価 証 券
300,000 備 品
250,000 長 期 貸 付 金

198,400← 197,600 満 期 保 有 目 的 債 券 未払法人税等
支 払 手 形 51,000 （　　　　　　）
買 掛 金 33,420
修 繕 引 当 金 15,500 →22,000
貸 倒 引 当 金 680 →2,180
備品減価償却累計額 60,000 →108000
長 期 借 入 金 200,000
資 本 金 500,000
資 本 準 備 金 120,000
利 益 準 備 金 41,000
任 意 積 立 金 8,000
繰 越 利 益 剰 余 金 14,000

棚卸減耗費 売 上 1,125,200 有価証券評価益
1,200 受 取 利 息 2,200 →7,200 500

有 価 証 券 利 息 3,000 →6,800
商品評価損 874,000← 875,000 仕 入 修繕引当金戻入

950 85,400 給 料 15,500
2,500 旅 費 交 通 費

修繕引当金繰入 3000 売 上 割 引
22,000 7,000 固 定 資 産 売 却 損

2,174,000 2,174,000

未収利息

5,000

決算整理前残高試算表
平成×7年3月31日

Ｂ／ＳとＰ／Ｌを区別す

る線を引いておくと転

記しやすいです。 

税引前当期純利益 （ 121,650 ）
法人税等 （ 48,660 ） →Ｂ／Ｓの「未払法人税等」へ
当期純利益 （ 72,990 ） →Ｂ／Ｓの「繰越利益剰余金」へ



【第 4 問】 

〔解答〕 

 

問１ 

 月次予算損益計算書 （単位：円） 

Ⅰ． 売上高 （  30,000,000 ） 

Ⅱ． 売上原価 （  21,600,000 ） 

 売上総利益 （   8,400,000 ） 

Ⅲ． 販売費及び一般管理費 （   2,000,000 ） 

 営業利益 （   6,400,000 ） 

 

 

問２ 

直接材料費総差異 

      価格差異 

      数量差異 

（ 

（ 

（ 

294,000 

334,000 

△40,000 

）円 

）円 

）円 

直接労務費総差異 

      賃率差異 

      時間差異 

（ 

（ 

（ 

△1,450,000 

△250,000 

△1,200,000 

）円 

）円 

）円 

製造間接費総差異 

      予算差異 

      能率差異 

      操業度差異 

（ 

（ 

（ 

（ 

△1,050,000 

△150,000 

△1,050,000 

150,000 

）円 

）円 

）円 

）円 

 

 

 

 

〔解説〕 

 標準原価計算に関する問題です。 出題される可能性が高いので、十分に見直しておきましょう。 

  

問１は損益計算書の作成です。 

 

 月次予算損益計算書 （単位：円） 

Ⅰ． 売上高 （  30,000,000 ） →予算販売単価×予算生産・販売量 

Ⅱ． 売上原価 （  21,600,000 ） →製品１個あたりの標準原価×予算生産・販売量 

 売上総利益 （   8,400,000 ）  

Ⅲ． 販売費及び一般管理費 （   2,000,000 ） ※ 

 営業利益 （   6,400,000 ）  

※販売費及び一般管理費の年間予算額 24,000,000÷12 カ月＝2,000,000 

 

 特に難しくは無いと思いますので、取りこぼしのないようにしましょう。 

  1 つにつき 3 点。 

  1 つにつき 1 点。 

  1 つにつき 2 点。 



 

問２ですが、まずは材料費の差異計算ですが、BOX 図で解いていきましょう。 

 

 

 確認ですが、標準原価計算では製造間接費の差異計算のみシュラッター図を用います。それ以外の材料費差異、

賃率差異は BOX 図で解いていきます。 

 

 

 

 ここまでは大丈夫だと思います。BOX 図は 

①四角を書いて真ん中に T 字を描くこと 

②縦線は材料原価か賃率 

③横線は材料消費量、作業時間 

を書き込む点は必ず押さえておいてください。 

 

 

次に製造間接費の差異分析です。 

 

実際原価
＠18円 価格差異

（＠20円－＠18円）×167,000kg＝334,000円（有利差異）
標準原価
＠20円 標準原価 数量差異

＠20円×165,000kg ＠20円×（165,000kg－167,000kg）
＝3,300,000円 =△40,000円（不利差異）

30kg×5,500個＝165,000kg

標準消費量 実際消費量
167,000kg

直接材料費総差異
3,300,000円-3,006,000円
＝294,000円（有利差異）

実際賃率
＠820円 賃率差異

標準賃率
＠800円 標準原価 時間差異

＠800円×11,000時間 ＠800円×（11,000時間－12,500時間）
＝8,800,000円 =△1,200,000円（不利差異）

2時間×5,500個＝11,000時間 12,500時間

（＠800円－＠820円）×12,500時間＝△250,000円（不利差異）

直接労務費総差異
8,800,000円-10,250,000円

＝△1,450,000円（不利差異）

標準時間 実際時間



 

 

固定比率：＠700 円－＠400 円＝＠300 円 

 問１の（３）から変動費率は＠400 円であることが分かります。 

基準操業度：2 時間 × 6,000 個 ＝ 12,000 時間  

予定生産量        

または       3,600,000 円 ÷  ＠300 円 ＝ 12,000 時間 

        固定費予算額    固定費率 

予算許容額：＠400 円 ×  12,500 時間  ＋ 3,600,000 円 ＝ 8,600,000 円 

      変動費率   実際操業時間   固定費予算額 

製造間接費総差異： 7,700,000 円  －  8,750,000 円 ＝ △1,050,000 円 

         標準製造間接費    実際発生額 

 

差異の分析方法は次のとおりです。 

製 造 間 接 費 総 差 異 ＝ 標準製造間接費 － 実際発生額 

予 算 差 異 ＝ 予算許容額 － 実際発生額 

操 業 度 差 異 ＝ 固定費率 × （実際操業度 － 基準操業度） 

能 率 差 異 ＝ 標準配賦率 × （標準操業度 － 実際操業度） 

 

予算差異 ： 8,600,000 円 － 8,750,000 円         ＝   △150,000 円 

能率差異 ： ＠700 円 × （11,000 時間 － 12,500 時間） ＝ △1,050,000 円 

操業度差異： ＠300 円 × （12,500 時間 － 12,000 時間） ＝     150,000 円 

 

 予算差異、能率差異、操業度差異の金額をすべて足し合わせると製造間接費総差異の金額と一致します。 

 製造間接費の差異分析の方法は確実に覚えておいてください。最悪、試験前の一夜漬けでも構いませんので、

覚えておくことが必須です。 

標準時間 実際時間 基準時間

　操業度
（作業時間）11000時間 12500時間 12000時間

製造間接費
（円）

予算許容額：8,600,000円 

変動比率 

＠400円 

実際発生額：8,750,000円 

固定比率 

＠300円 

標準配賦率 

＠700円 

固定費予算 

3,600,000円 

標準製造間接費 

7,700,000円 



【第 5 問】 

〔解答〕 

 

 問 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 2  11,000,000 円 

問 3  27.5 ％ 

問 4  50 ％ 

 

 

 

〔解説〕 

 本問は直接原価計算による損益計算書作成および CVP 分析の問題です。いずれも最頻出問題ですので、しっ

かり理解しましょう。 

 

（1）損益計算書作成 

 

①売上高： ＠5,000 円 × 3,600 台 =18,000,000 円  

②当期製品変動製造原価： （3,900,000 円 + 2,150,000 円 + 1,550,000 円）  

 直接材料費  直接労務費  変動製造間接費  

③月末製品有高： 7,600,000 円 
×（4,000 台 － 3,600 台）= 760,000 円 ※4,000台－3,600台 → 月末在庫 

 4,000 台 

④固定費： 1,250,000 円 + 3,700,000 円 = 4,950,000 円  

 固定製造間接費 固定販売費及び一般管理費  

 

  

 損 益 計 算 書  （単位：円） 

売 上 高   （  18,000,000 ） 

変 動 費    

月 初 製 品 有 高  （      0 ） 

当月製品変動製造原価  （  7,600,000 ） 

計  （  7,600,000 ） 

月 末 製 品 有 高  （   760,000 ） 

変 動 売 上 原 価  （  6,840,000 ） 

変 動 販 売 費  （  1,260,000 ） 

貢 献 利 益   （  9,900,000 ） 

固 定 費   （  4,950,000 ） 

営 業 利 益   （  4,950,000 ） 

問 1～問 3 は  1 つにつき 3 点。 

問 4 は 2 点。   合計 20 点 



（2）CVP 分析 

 CVP 分析の考え方としては、まず基本公式を理解することです。後は、その応用です。 

CVP の基本公式 ： 売上高－（ 変動費 ＋ 固定費 ）＝ 営業利益 

 

 

①貢献利益率の計算 

 

貢献利益率（％）＝ 
貢献利益 

×100 
売上高 

 

9,900,000 円 
×100 ＝55.0％ 

18,000,000 円 

 

 

②損益分岐点売上高の計算 

 

公式を使って考えましょう。損益分岐点とは、貢献利益と固定費がイコールとなり、営業利益が「0」の状態

です。つまり、先ほどの貢献利益率を用いると以下の公式が出来上がります。 

売上高を X とすると、 

   X － 0.45X － 4,950,000 ＝0 

            0.55X ＝4,950,000   X ＝ 9,000,000 

 

 損益計算書    損益計算書  

売 上 高  18,000,000  売 上 高  Ｘ 

変動製造原価  6,840,000  
変 動 費 

 
0.45Ｘ 

変 動 販 売 費  1,260,000   

貢 献 利 益  9,900,000  貢 献 利 益  0.55Ｘ 

固 定 費  4,950,000  固 定 費  4,950,000 

営 業 利 益  4,950,000  営 業 利 益  0 

 

 

③売上高営業利益率の計算 

 

売上高営業利益率（％）＝ 
営業利益 

×100 
売上高 

 

4,950,000 円 
×100 ＝27.5％ 

18,000,000 円 

 

 

  



④安全余裕率の計算 

 実際売上高が損益分岐点売上高をどれだけ上回っているかを示す指標を安全余裕率といいます。 

 

安全余裕率（％）＝ 
売上高－損益分岐点売上高 

×100 
売上高 

 

18,000,000 円－9,000,000 円 
×100 ＝50％ 

18,000,000 円 

 

[全体講評] 

第１問 委託販売の荷為替の取り組みなどがあり、比較的難しいと言えます。ただ、最近は簿記試験全体が難

化しているため、第１問の仕訳問題は満点を狙えるようにしておいてください。なお、委託販売の荷為替の取り

組みが分からなくても、他の問題は正解しておいてほしい問題です。 

 

第２問 特殊仕訳帳の金額推定問題です。本問のような出題形式は２、３年前に良く出されていた形式です。

非常に簡単な問題だったと思います。通常はさらに二重仕訳全体の金額を加えた問題として出題されます。ただ、

それでも時間を掛ければ解ける問題です。この形式の出題なら満点を狙っていきましょう。 

 

第３問 財務諸表の作成問題です。2 月試験が精算表、6 月試験が本支店会計でしたので、11 月試験は今回の

ような財務諸表作成問題もしくは大陸式決算手続きの出題が予想されます。今回は特に難しくという部分は無か

ったので、16 点～満点は狙える問題だったと思います。注意点は、損益計算書作成時に「商品評価損」勘定は

売上原価項目に、「棚卸減耗費」勘定は販売費及び一般管理費項目に表示される点は覚えておきましょう。 

 

第４問 標準原価の計算問題です。通常、第４問では標準原価計算は出題されませんが、出題が予想されるた

めあえて今回の模試に含めました。過去の出題傾向からは、単にシュラッター図が分かっていれば満点が取れる

問題か、それを応用させて解答を導き出させる問題の２つがほとんどです。前者の場合は満点を取らなければい

けません。そのためにもシュラッター図は理解しておいてください。また、後者の場合は満点を取ることが難し

いため、分かる部分だけを確実に解いていく必要があります。その場合にも本問のように分析方法を用いて解い

ていくことになりますので、分析方法についても確実に覚えておくようにしてください。 

今回は問題から、解答に必要な部分を見つけるのがやや難しかったかも知れませんが、商業簿記が簡単で時間

に余裕ができる問題でしたので、じっくり時間を掛けて１５点～満点を狙って頂きたい問題です。 

 

 第５問 直接原価計算からの出題です。問われている論点は分かりやすいです。あとは直接原価計算の方法を

どれだけ正確に押さえられているかという問題です。今回の場合、問１の損益計算書作成を間違えると問２も全

て間違えてしまうことになります。ただ、知っていれば満点も狙える問題でしたので、対策をとっていた方には

楽な問題だったと思います。 

 

 最近の試験の傾向としては、商業簿記は問われる論点が難しくなっているため、出題されたことが無い問題が

出る可能性もありますので、そういった問題はあまり固執しすぎずに対応していきましょう。また、工業簿記は

出題が一定されておらず、ヤマを張るのは難しいといえます。ただ、70 点確保のためにも基本的な論点は取り

こぼしは絶対にできませんので、苦手な分野があっても 40 点中 25 点程度は最低でも狙う必要があります。得点

につながるような部分を中心に、広く浅く学習するように心がけてください。 


